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「
強
く
し
な
や
か
な
国
民
生
活
の
実
現
を
図
る
た

め
の
防
災
・
減
災
等
に
資
す
る
国
土
強
靱
化
基
本

法
」
が
公
布
・
施
行
さ
れ
て
か
ら
12
月
に
10
年
と
な

る
。
同
法
に
基
づ
く
国
土
強
靭
化
基
本
計
画
は
、
２

０
１
４
年
６
月
の
策
定
、
18
年
12
月
に
変
更
が
行
わ

れ
た
。
国
土
強
靱
化
計
画
を
踏
ま
え
、
国
土
強
靱
化

の
た
め
の
３
か
年
緊
急
対
策
、
同
５
か
年
加
速
化
対

策
な
ど
に
基
づ
き
、取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て
き
た
。

新
し
い
基
本
計
画
で
は
、
近
年
の
災
害
か
ら
得
ら
れ

た
貴
重
な
教
訓
や
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
な
ど
も
踏

ま
え
た
上
で
内
容
を
見
直
し
、
国
土
強
靱
化
へ
向
け

た
取
り
組
み
の
さ
ら
な
る
強
化
を
図
る
考
え
だ
。

に
対
応
す
べ
き
事
項
に
、
新

た
に
③
社
会
情
勢
の
変
化
に

関
す
る
事
項
④
近
年
の
災
害

か
ら
の
知
見
―
を
追
加
。
気

候
変
動
の
影
響
や
グ
リ
ー

ン
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
（
Ｇ
Ｘ
）
の
実
現
、

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
自
然
災

害
対
応
な
ど
と
い
っ
た
情
勢

の
変
化
に
応
じ
た
計
画
に
生

ま
れ
変
わ
っ
た
。

柱
】
と
な
る
▽
国
民
の
生
命

と
財
産
を
守
る
防
災
イ
ン
フ

ラ
▽
経
済
発
展
の
基
盤
と
な

る
交
通
・
通
信
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
な
ど
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の

強
靱
化
▽
デ
ジ
タ
ル
等
新
技

術
の
活
用
に
よ
る
国
土
強
靱

化
施
策
の
高
度
化
（
新
規
）

▽
災
害
時
に
お
け
る
事
業
継

続
性
確
保
を
は
じ
め
と
し
た

官
民
連
携
強
化
▽
地
域
に
お

け
る
防
災
力
の
一
層
の
強
化

（
新
規
）
―
を
定
め
、
取
り

組
み
を
推
進
す
る
。

さ
ら
に
新
計
画
で
は
、
考

慮
す
べ
き
内
容
と
し
て
、
①

国
土
強
靱
化
の
理
念
に
関
す

る
主
要
事
業
②
分
野
横
断
的

新
た
な
国
土
強
靱
化
基
本

計
画
が
７
月
28
日
、
閣
議
決

定
さ
れ
、大
規
模
地
震
災
害
、

気
象
災
害
、
火
山
災
害
、
イ

ン
フ
ラ
の
老
朽
化
な
ど
国
家

の
危
機
に
打
ち
勝
つ
た
め
の

指
針
が
示
さ
れ
た
。
改
正
に

よ
り
政
府
が
国
土
強
靭
化
実

施
中
期
計
画
を
策
定
す
る
こ

と
が
法
で
位
置
付
け
ら
れ
た
。

国
土
強
靱
化
の
理
念
に
設

定
し
た
４
つ
の
基
本
目
標
を

達
成
す
る
た
め
、
全
体
に
対

す
る
基
本
的
な
方
針
【
５
本
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確かなものを 地球と未来に

北陸支部

新
・
国
土
強
靱
化
計
画
が
ス
タ
ー
ト

情
勢
の
変
化
に
対
応

４つの基本目標

人命の保護

国家・社会の重
要な機能が致命
的な障害を受け
ず維持される

国民の財産及び
公共施設に係る
被害の最小化

迅速な復旧復興

①
１） 「自律・分散・協調」型社会の促進

２） 事前復興の発想の導入促進

３） 地震後の洪水等の複合災害への対応

４） 南海トラフ地震等の巨大・広域災害への対応

②
１） 環境との調和

２） インフラの強靱化・老朽化対策

３） 横断的なリスクコミュニケーション（災害弱者等への対応） 

③
１） 気候変動の影響

２） グリーン・トランスフォーメーション（GX） の実現

３） 国際紛争下におけるエネルギー・食料等の安定供給

４） SDGs との協調

５） デジタル技術の活用

６） パンデミック下における大規模自然災害

④
１） 災害関連死に関する対策

２） コロナ禍における自然災害対応

社会情勢の変化に関する事項

近年の災害で得られた新たな知見

計画の見直しに当たって考慮すべき主要な事項と情勢の変化
国土強靱化の理念に関する主要事項

分野横断的に対応すべき事項

た
。
国
交
省
と
し
て
は
、
そ

の
後
の
災
害
の
教
訓
も
踏
ま

え
な
が
ら
住
宅
や
各
種
イ
ン

フ
ラ
の
耐
震
対
策
、
密
集
市

街
地
の
解
消
、
津
波
避
難
施

設
の
整
備
な
ど
の
災
害
対
策

に
取
り
組
ん
で
き
た
。
政
府

全
体
で
こ
れ
か
ら
も
国
民
の

生
命
財
産
を
守
る
防
災
・
減

災
施
策
を
着
実
に
推
進
す

る
」
と
あ
い
さ
つ
し

た
。関

東
大
震
災
特
別
企

画
展
は
、
関
東
大
震
災

の
歴
史
や
最
新
の
防
災

技
術
を
紹
介
す
る
内
容

と
な
っ
て
お
り
、
斉
藤

大
臣
は
出
展
さ
れ
た
各

ブ
ー
ス
を
回
り
、
建
設

業
界
団
体
な
ど
に
よ
る

災
害
へ
の
取
り
組
み
に

つ
い
て
説
明
を
受
け

た
。

斉
藤
鉄
夫
国
土
交
通
大
臣

は
８
月
28
日
、
東
京
国
際
展

示
場
で
開
催
さ
れ
た
関
東
大

震
災
１
０
０
年
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
に
参
加
し
た
。
そ
の
後
、

隣
接
す
る
東
京
臨
海
広
域
防

災
公
園
で
災
害
対
策
施
設
と

関
東
大
震
災
特
別
企
画
展
を

視
察
し
た
。
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

と
企
画
展
は
、
関
東
大
震
災

発
生
か
ら
１
０
０
年
を
契
機

に
、
国
民
の
災
害
対
策
に
対

す
る
理
解
の
広
が
り
を
目
的

と
し
て
い
る
。

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
斉
藤
大

臣
は
「
１
０
０
年
前
の
９
月

１
日
に
関
東
大
震
災
は
甚
大

な
被
害
を
も
た
ら
し
た
。
復

興
に
は
多
く
の
困
難
が
伴
っ

た
が
、
帝
都
復
興
計
画
に
よ

り
整
備
さ
れ
た
近
代
的
な
イ

ン
フ
ラ
に
よ
っ
て
現
在
の
東

京
の
街
並
み
が
形
成
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
こ
の
震
災
を

き
っ
か
け
に
世
界
初
の
建
築

物
の
耐
震
基
準
が
策
定
さ
れ

シ
ン
ポ
や
企
画
展
を
視
察

関
東
大
震
災
か
ら
100
年

斉
藤
国
交
相

説
明
を
受
け
る
斉
藤
大
臣

新たな国土強靱化啓発ポスターが完成（内閣官房の資料より）


